





損害賠償 請求事件)/最 高裁HP下 級審判例 Φ
木 村 義 和
〈事案の概要 〉
【ノトこ{∠1二第1契 糸勺】
X1らは酒屋を経営 していたが,酒 屋店舗が入居 していたが ビルが建て替え
られることになったため,こ のビルを 疏ち退 き,別 の場所で コンビニエ ンスス
トアを経営することに した。そ こで,X1ら は,コ ンビニエンスス トアのフラ
ンチャイザー(フ ランチ ャイズ本部)各 社に問い合わせを し,担 当者か ら1説明
を聞いた りした結果,Y1社 と契約 をすることに した。
Y1の リクルーターY2は,'r成6年2月 頃以降,Al,1泣地評価書に 「r測
売 ヒ(最 低)/日商」 と して 「(酒,たばこ含 む)52.3万円」 との記載がある
ことに基づ き,X2ら に対 して 「A店の 予測売上はll商52万3000円であ り,
Ill本件 判例 評釈 と して,千 葉恵 美 釧 フラ ンチ ャイ ズ契約 締結 段階 に おけ るフ ラ ンチ ャ
イザ ー の情 報提 供 義 務 福 岡 高 判'F成18.1.31を契 機 と して 一lNBL835,,12頁
(2006年)があ る、
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損益分岐点の売 ヒしかあが らなかった場合で も,借 り入れを含む経費を差 し引
いてX1ら には1月 あたり21万40001'Jがオーナー収人として残る。開店準備
資金の借 り人れについて もA店 の売Lを もってすれば,数 年程度で返済が可
能である。」との説明をしだ コ1。
X1は,平 成6年9月20日,Y1と の間で,夫X2を 連帯保証人 として,フ
ランチャイズ契約を締結 した。 ただ,こ れは,酒 類販売免許の名義人がX2で
あったためで,実 質 は両名がフランチャイジーであった。
しか し,店 舗の経営は軌道に乗 らなか った。 ヒ記のr測 に反 し,A店 の売
ヒは一度 も予測を ⊥二回ることはなか った。最高であった平成9年 で1日 当た り
の売一L-38万9600円(予測の75%),最低の'r成12年は111"iたりの売1:33
万9700円(r測の65%)で あって,A店 は大幅な赤字経営であ った。 なお,
'r成10年4月29日,X1の 夫X2は 経営不振をir-lllに自殺 している。 そ して,
平成10年5月1011頃か らは,X1・X2間 の次男X3も それまで勤めていた会
社を辞め,店 舗の経営に専念 していたが,¶己成13年11月19日,A店 はつい
に閉店 した。
〔2)Y1は,本 件'亘1時.コンビニエ ンス ス トアの チ ェー ン店 を 開店 す る場 合,開 店rの
店舗 の売1一高 に関す る 、γ地 評価 をYl作1戊の マ ニ ュア ル(「店 舗 」.地マニ ュア ル,1999
年1月13ii」)を利 川 して 調 査 し,新 店舗 の 採算 性 を判 断 して採3'7:がとれ る と評定 さ
れ る場 合 に限 り,直 営 また は フ ラ ンチ ャイ ズ契 約 を締 結 して新 店舗 を 開店 す る こと に
してき た、
Ylの 蹉地 評価 に関 す るマニ ュア ルの 手法 は,特 に資 格等 は 要求 され ない ものの,営
業担'11者では な い社 員が,i%.地パ ター ンを分 析 し,グ リッ ド図 を作 成 したi一で 住 居 や
11ヒ帯 数 の調 査お よ び集客 施設 や 競合 施設 の調 査を し,ま た,実 際 に調 査対象 地 に赴 き,
人及 び車 の通 行llヒを 計測 した りして,そ れぞ れの 計 測結 果等 に ・定 の指 数 を 乗 じた も
の をポ イ ン ト化 して そのi.を 算 出 した ヒで,年 次差 や地 域 差 を調 整係 数 と して 考慮
して い た,、そ の際,特 に,導 線通 行 量(人,車)の 計測 やlll謝i・看 板の 視 認性 や店 舗
の接近 性 につ いて は,偶 然 やi三観 の 偏 りが 生 じな い よ うに,マ ニ ュア ルの 基準 に準 拠
す る こと にな って い る し,そ の評 価 に あた って は悲 観 的,最 低,最 悪,不 利,切 り捨





X4は,i一成6年 頃会社を辞めて,福 岡県 け木市大字Bに おいて,祖 父の代
から続 く酒屋を父親とともに経営するようにな った。そのころか ら,X4は,
従来の酒屋の経営では先行きが厳 しいとの考えか ら業態を変更す ることを検討
し,様 々なコンビニエ ンスス トアやデ ィスカウン トス トアの会社等に問い合わ
せを し,そ れぞれの担当者か ら説明を聞いたりしていた。
Y1の リクルー ターであるY3は,平 成9年9月 頃か ら,X4に 対 して,「Y1
はB地 区に出店 したいと考えてお り,そ のための候補地が見つか っている。」
と述べ,X4に 対 してその候補地 にフラ ンチ ャイジーとして店舗を出す ように
熱心に勧誘 した。 この勧誘をす るに際 し,Y3は,Y1が 行 ったJ.地について
のP備 調査を念頭 にお きつつ,X4に 対 し,事 業計画書を示 して,「同候補地
点の損益分岐点は1日 あた り売t_46万6000円(1ヶ11あた り約1400万lil)
である。その売Lし かなかった場合にもX4に はオーナー収入 として1ヶ 月あ
たり1800万li」を得 ることがで き,オ ーナー収人は,給i-1一を含めて83万1000
111にな る。」 という話を した。 なお,後 日,Y1は,IE式 な 」㌻測売L高45/J
30001ilを算出 したが,こ れをX4に 説明することはなか った。
X4は,'r成10年4月15i_i,Y1と本件第2契 約 を締結 し,B店 を開店 し
た。 しか し,B店 の売 上はf測 に反 し,低 迷 した。B店 は一度 も予測を1二回 る
ことな く,通 年営 業した平成11年,12年の平均で,1ヶ 月あたり約1190万円
の売 ヒしかなか った。 これは,予 測値の85%であ り,多 額の欠損を生 じた。
そ して,つ いに,経 営不振のため,'1`一成13年5月23Cl,B店 は閉店 した。
〈判 旨〉
【信義則 ヒの保護義務】
契約締結に向けた準備段階において,フ ランチ ャイザーは,出 店r定 者に対
し,フ ランチャイズ契約を締結 してフランチャイジーになるか どうかの判断材
料たる情報(そ の核心部分は,対 象店の売 ヒや収益の予測に関するものである。)
を,適 時に,適 切に提供すべ き義務があ り,ま た,当 然の ことなが ら,そ の情
報はで きる限 り正確な ものでなければな らないとい うべ きである。……X1ら
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は,出 店予定者に対する上記のような義務を信義則}:の保護義務 と称 している
のであり,そ の限 りにおいてはX1ら の主張は正当として是認することができ
る㌔
【予測 と現実の売上の乖離】
……結果と して,Y1の 売 ヒ及び収益の予測は大き くはずれたことが認め ら
れ るから,同 予測の正確性には大いに疑問があるものといわざるを得ないとこ
ろrll,(1)Y1が故意に虚偽の情報をX2ら に提供 した という場合は もちろん,
そうでないと して も(2)Y1の店舗立地調査マニュアル自体に明 らかな不合
理があったり,(3)マニュアル自体は合理的であ って も,実 際の調査 ・予測に
おいてその適用判断を誤り,あ るいはそ もそ も調査が不 卜分であるなどしたた
めに,結 果として正確な予測がで きなか ったということになれば,Ylは 保護
義務違反の責をまぬがれない ものというべきである。
(3}なお,こ の点 につ き,本 判決 は以 ドの ように述 べ てい る。 「原審 も,フ ラ ンチ ャ
イザー が この よ うな信義 則i一の 保護 義務 を 負 ってい る ことを 承認 しつ つ,同 時 に,「フ
ラ ンチ ャ イジー とな ろ うとす る者(出Ill浮定 者)は,フ ラ ンチ ャ イザ ー が提 供 した情
報に つ いて,Illら検 討 した ヒで,自 らの 判断 と責任 にお いて フ ラ ンチ ャイ ズ契約 を締
結 して い ると解 す べ きで あ るか ら,フ ラ ンチ ャ イザ ー は,そ の提 供 した情 報が虚 偽 で
あ る等,フ ラ ン チ ャイ ジー にな ろ う とす る者の 契約 締結 に関す る判断 を 誤 らせ る おそ
れの 大 きい もの で あ る場 合に 限 って,信 義 則 ヒの義 務違 反 と して,フ ラ ンチ ャ イジー
が被 った損 害 を賠 償す る責任 を 負 うと解 すべ きで あ る」 旨,フ ラ ンチ ャ イザー が 同義
務に違 反 したか どうかの 判断基 準 につい て も説 示 してい る、,しか しなが ら,フ ラ ンチ ャ
イザ ー の義 務違 反 とな る場 合をi:記の よ うに限 定 しなか った ので は,保 護義 務違 反 を
認 めた こ とが 建 前だ けの こ とに な って,実 質 的 には ほ とん ど意味 の な い もの に随 しか
ねな い。l
l41なお,本 判決 は 「原 審 は,こ の点 に関 して,… …i:記の よ うに売isおよ び収 益のr
測 が現 実 は 大 き く乖 離 してい る こ とが認 あ られ る に もかか わ らず,卜 分 かつ.r-.確な調
査が実 施 され,調 査結 果 にJ,つく評 価 も適IEにされ た 旨推 定す るな ど とい う ことは到
底 是認 で きる もので は ない。1と して いる。
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フランチャイズ契約締結準備段階においてフランチャイズ本部が
提供 した売1収 益 ア測が不合理であったとされた事例
【本件第1契 約 について(1)故 意に虚偽の情報を提供 したかについて】
Y1が故意に虚偽の情報をX2ら に提供 したと認定す るまでの証拠はない。
【本件第1契 約 について(2)Y1の 店舗 立地調査マニ ュアル自体に明らかな
不合理があるかについて】
A店 の売 ヒ及び収益のr'測は結果に照 らせば到底 正確な もの とはいえない
こと,Ylの 最近3事 業年度 における閉店数によれば,大 手競業他社に比較す
ると閉店数が多く,相 当数がフランチャイジーの加盟店か ら直営店に業態変換
していることが認め られ,Y1の マニ ュアル 白体に,大 手競業他社のマニ ュア
ルに比べて,不 合理 ・不 卜分な点があるのではないかと考え られないではない。
しか しなが ら,大 丁一競業他社は,い わば先発組で,多 くの知識経験を有 し,
知名度 と商品力があ り,強 い競争力を持 っていることは見やすいところである
から,閉 店数だけで簡 単に1:記のような結論を導 くことはできない し,Y1の
一{も,X2ら の指摘する 日本フランチャイズチ ェーン協会の 「加盟店のため
の立地調査乎法」に照 らせば,計 測時間が少なめであったりす るなど,そ の調
T一法に簡略な面はあるものの,調 査の 重要事項を網羅 しているとはいえるこ
と,Y1が 現 にフランチ ャイズチェー ンシステムを確 ㍍し,数 百の店舗を開店
していることからすると,結 果論だけか らだけでY1の マニ ュアルその ものが
明 らかに客観性及び合理性 を欠いていると断ず ることはできないO
【本件第1契 約(3)マ ニュアル自体は合理的であって も,実 際の調査 ・r測
においてその適用判断を誤 り,あ るいはそ もそも調査が不 卜分であるなど した
ために,結 果として正確な 」ワ測ができなか ったかどうかについて】
1店舗出店すれば,そ れに対する成功報酬が営業担当者に与え られていると
いうのであれば,出 店できるかどうかの判断に当たって,偏 りが生 じない保障
はな く,現 に,A店 の商圏の把握については,地 勢分析に'11たっての物理的
バ リアーの評価に関 して,本 来来店する可能性の薄い交通頻繁で横断 しにくい
liξi道wT線の反対側やZ川 の対岸の住民及びパチンコ屋を考慮に入れた りす
るな ど,相 当に甘いところがある。そ して,こ の点は営業担.,iであるY2の
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,,i初からの説明に基本的にそうものであることを見て取ることがで きるか ら,
客観的であるべき立地評価が営業担 当者の影響を排除 しきれないことを物語 っ
ている し,ま た,マ イナス発想で臨むべ きであるとす るL記 マニュアルの基本
姿勢 と根本的に矛盾するものといわなければな らない。……以 ヒによれば,A
店についての 、γ地評価及びそれに基づ く同店の売L・ 収益のf>測にはY1の 評
価マニュアルに照 らして も相 当でない点があった ものというべきであり,こ の
点において,Y1に は信義則 ヒの保護義務違反があると評Tdliされて もやむを得
ないものがある。
【本件第2契 約(1)故 意 に虚偽の情報を提供 したかについておよび(2)Y1
の店舗i%.地調査マニ ュアル白体に明 らかな不合理があるかについて】
結 果として,Y1の 売 ヒおよび収 益のr'7則は大きくはずれたことが認められ
るか ら,同 」ワ測のiE確性には多いに疑問があるものといわ ざるを得ず,ひ いて
はY1の 保護義務違反が疑われ ることにな りかねないことはA店 の場合 と同
様である。 しか し,Y1が 故意に虚偽の情報をX4に 提供 した と認定するまで
の証拠 はない。 また,Ylの111謝泣 地マニ ュアルその ものが明 らかに客観性及
び合理性を欠いているといえないことは,A店 について見た通 りである。
【本件第2契 約(3)マ ニュアル自体は合理的であって も,実 際の調査 ・r一測
においてその適川判断を誤 り,あ るいはそ もそ も調査が不 卜分であるなどした
ために,結 果として正確なr'測ができなか ったかどうかについて】
マニュアルと店舗i%評 価書を比較すると,例 えば,人 的要素世帯数のうち,
500メー トルグリッドに掛 ける係数(地 域特性指数)は,0.1であるのに,0.15
が掛 けられていたり,視 認性は,ロ ー ドサイ ド型店舗の場合,2分 の1に すべ
きであるのにこれがなされていない うえ,合 計額に掛ける調整係数の地域差に
ついては,B店 のある福岡県朝倉郡n町 と関係が深 く近接 した位置にあるlt'
木市で も,0.697であるのに,0.889が掛けられていることが認められ る。……
ヒ記各点を修正 し計算 し直 してみるとすれば,lI」あた りのr測 売}:高は45
万3000円にはならず,損 益分ll皮点46ノ∫6000円を ド回 っている。……このよ
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フランチャイズ契約締結準備段階においてフランチャイズ本部が
提供 した売 ヒ収益r測 が不合理であったとされた事例
うに,B店 の店舗 、γ地評Ttiliは,ヒ記の各点においてY1作 成の店舗 凱地調iiマ
ニュアルとも凱齢 してお り,そ の結果,同 評価の売f一予測は相1にitくなって
いると詫わざるを得ない。以 ヒのようなY1ら のX4に 対す る対応には問題が
あ り,こ の点において,Y1に は信義則 ヒの保護義務違反があると評価するほ
かないV
【過失相殺】
Y1には保護義務違反があるが,逆 にX2ら も,r!らが従来の酒屋を 、アち退
かなければな らない事情があ り,若1急 いでいた面があるのか,Y1か ら事業
計画 井や店舗 、γ地評価の説明を受けた際,そ の根拠を細か く確認す ることをせ
ず,あ る程度信川 したまま,自 分の資金調達のために,Ylに 金融機関川の事
業計画井を別途 に作成 して もらったりしており,111らが自分の`拝業の成否につ
いて ト分に検討するという態度に欠ける点があったことは否定できず,ま た,
Y1もAI,t;の経営 、γて直 しのため ・定の援助を していることを も考慮すると,





では,な かなか認容されなか った加盟店(フ ランチャイジー)のi三張が多くの
点で認め られるに至 っている。この意味で,本 判決は大変lllli期的な判決である、
本判決は,今 後のフランチ ャイズ契約における紛=jrの夕一ニングポイン トに
なるか もしれない。今後,売i・ 収益 」～測に関する紛 争が,本 部(フ ラ ンチ ャ













出店 ア定者に対 し,フ ランチャイズ契約 を締結 して フランチャイジーになるか
どうかの判断材料たる情報(そ の核心部分は,対 象店の売 」二や収益の予測に関
す るものである。)を,適 時に,適 切に提供すべ き義務があり,ま た,当 然の
ことなが ら,そ の情報はできる限りII:確なものでなければならないというべき
である。」 と信義則 上の保護義務について述べ られている。
すなわ ち,本 判決で も示 されているとお り,従 来の判決の多くは,「フラ ン
チャイジーとなろうとする者(出 店f定 者)は,フ ランチ ャイザーが提供 した
情報について,自 ら検討 した1一で,自 らの判断 と責任においてフランチ ャイズ
契約を締結 していると解すべきであるか ら,フ ランチャイザーは,そ の提供 し
た情報が虚偽である等,フ ランチャイジーになろうとする者の契約締結に関す
る判断を誤 らせるおそれの大きいものである場合に限 って,信 義則 ヒの義務違
反として,フ ランチ ャイジーが被った損害を賠償する責任を負 うと解すべきで
ある」と本部の責任を消極的に しか認めていなかった。この点を大幅に加盟店
に有利になるように本判決は変更 している。いってみれば,こ れは本部に積極
的な情報提供義務が課せ られてお り,本 部は加盟店が必要な時に必要な情報を
提供 しなければならず,情 報を提供 しなかった結果,加 盟店の経営がうま くい
かず,閉 店にな った場合には,本 部が責任を負わなければな らないということ
である。本部に売 ヒ・収益r測 情報を含む積極的な情報提供義務を認め,加 盟
店が満足できる情報を得ることができるようになる道を切り開 く画期的な判決
である。










これ らの判例群 は,本 部は売 ヒ・収益r測 をする義務を負わず,(そ の表現
はまちまちであるが)合 理的ではないf測 を した場合にのみ責任を負うとす る
説である。要するに,売1_収益r一測は積極的な義務ではな く,加 盟店が合理的
ではないr測 を した場合にのみ責任を負 うとす る消極的な義務であるとする判
例群である。
<2-1-2>判例の紹介
(D東 京地判平元 ・11・6(イタリアン ・トマ ト事件/判 時1363,}92頁)
「契約締結のために交渉 に人 った 当事者間においては,一 ノ∫が他方に対 し契
約締結の判断に必要な専門的知識をtrえるべき立場にあるなどの場合には,契
約締結前であ って も,相 手方に不IE確な知識を 与え ること等により契約締結 に
関する判断を誤らせることのないよう注意すべき保護義務が信義則 ヒ要求され
る場合もあり得ると解 され る。」
〔2)京都地 判'1'-3・10・1(進々堂 事件/判 時1484号82頁)
「……フランチャイザーが,加 盟店の募集に際 して市場調査を実施 し,こ れ
らを加盟店 となろうとする個人等に開示する場合には,フ ランチ ャイザーは,
加盟店 となろうとす るとする個人等に対 して適IEな情報を提供する信義則Lの
義務を負っていると解すべきであ り,市 場調査の内容が客観性を欠き,加 盟店
となろうとする個人等にフランチャイズ契約への加入に関する判断を誤 らせる
おそれの大きいものである場介には,フ ランチ ャイザーは,前 記信義則1一の保
護義務違反により,契約加人者が被った損害を賠償する責任を負うと解すべき
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で あ る 。」
(3}東京地判平5・5・31(サンクス磯 子田中店事件/判 時1484号82頁)
「被告 らは,原 告には契約締結 にあた り従来の契約締結店舗数,閉 店数,平
均日販金額等の情報を被告 らに対 して提供すべき義務があったのに,右 のよう
な情報を提供 しなか った違法があるという。
しか し,右 のような情報の提供は,例 えば閉店数が非常に多いような場合は
契約締結を慎重ならしめる効果があるかもしれないが,そ れ以上のものではな
い し,平 均 日販金額は店舗 によって差がある。……契約締結にあたり,前 記の
ような情報を積極的に告知すべき義務があるとは解されない。」
(4)大阪地判平7・8・25(とうりゃんせ事件/判 夕902号123頁)
「……売上や利益の予測等 に関す る事項は,フ ランチ ャイジーが フランチャ
イズ契約 を締結するか否かの意思決定において重要な要素となるか ら,右 の点
についての説明や資料が十分な調査に基づ くものではな く,フ ランチャイジー
の判断を誤 らせ る虞のある内容である場合 には,フ ランチャイザーは,右 情報
提供義務の違反 によ り,フ ランチャイジーが被った損害を賠償す る責任を負 う
と解すべきである。」
(5)東京高判平11・10・28(マー テ ィナ イジング事件(第2審)/判 夕
1023号203頁)
「……契約 に先立って被控訴人が控訴人に対 して示 した情報が客観的かつ的
確な情報ではな く,こ れによ り控訴人の フラ ンチャイズ ・システムへの加入
(契約者の締結及び開業)に関する判断を誤らせたといえる場合には,被控訴
人は,前記信義則上の保護義務違反により,控訴人が右加入により被った損害
を賠償す る責任を負 うというべ きである。」
(6)福岡高判平13・4・10(神戸サ ンド事件/判 時1773号52頁)













となり,フ ランチ ャイジーが これによって被 った損害を賠償す る責任を負うも
のと解す るのが相当である。」
(8)金沢地判平14・5・7(デイ リーヤマザキ事件/判 例集未登載)
「……(売 上予測等の)情 報の内容が客観性,的 確性を欠き,フ ランチャイ
ジーになろうとする者に同契約締結に関する判断を誤らせるおそれの大きいも




「一般的に,フ ラ ンチ ャイザーが フランチ ャイジー希望者に対 して,売 上 ・
収益予測についての情報を提供する場合には,客観的かつ的確な情報を提供す
べき信義則上の義務を負 っていると解 され るところ……本件においても,本 部
は,加 盟店に対 し,本 件契約の締結に際 し,本 件店舗の売上 ・収益予測につい
て,客 観的かつ的確な情報を提供すべ き義務を負 っていた とい うべきである。」
α0)大津地判平14・11・7(東近畿スパー草津帰帆島前店事件/判 例集未登載)
「…… フラ ンチ ャイザーである被告 としては,フ ラ ンチ ャイジーになろうと
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する者に対して何らかの売上予測を示すにあたっては,その基礎となる事実関
係について,十 分な調査を し,そ の調査結果に基づいた売上の予測額を示すべ
きであり,そ のような調査を怠 った結果 として,実 際の売上と大幅に異なる売
上の予測額を示 したときは,そ れはフランチャイジーになろうとする者に対す
る不法行為を構成するというべきである。」
(ll)金沢地判平15・4・28(サー クルK金 沢増泉店事件/判 時1931号48頁)





「…… フラ ンチ ャイザー側の情報提供が情報提供義務違反を構成す るために





以 上の通 り,従 来の判例の多 くは,売 上 ・収益予測が本部によって提供 され
た場合,そ れが合理性を欠いた情報であるために加盟店が契約締結に対する判
断を誤 ったかどうかが,本 部が責任を負 うかどうかの判断基準となるとした。
すなわち,「売上 ・収益予測が合理性を欠き,そ の誤 った売上収益予測を本部
が加盟店に提供 し,そ の結果,加 盟店の契約締結に対す る判断を誤 らせた場合







本部が売1・ 収 益 予測をせずに加盟店を勧誘することはないであろう。 このよ
うな状況で,売 上 ・収益 予測情報の提供が義務化されていないことになれば,
本部は不都合な情報を隠す ことができる。そうなると,加 盟店希盟者はフラン
チ ャイズ契約を締結す るにあたって必要な情報を得ることができな くなって し




決 もある。 例えば,名 占屋高判'F14・4・18(サー クルK加 賀黒瀬 店事件
(第 二審)/判 例集未登載)は,「 ……信義則 ヒ,r定 店舗を指定 して加盟を勧
誘するフランチャイザーは,フ ランチ ャイジーとなろうとす る者に対 して,r'
定店舗についての的確な情報を収集するとともに,収 集 して保有す るに至った
情報を,特 に秘匿すべき事情のない限 り,フ ランチャイジーとなろうとする者
に開示 し,フ ランチャイズ契約を締結するか否かの判断の資料 として提供すべ
(1)この 点 につ い て,川 越弁 護isは,r測 に つい て 本部 の 責任 を結 果 責任ll勺に追 及す る
と本部 が デ ー タ開示 を避 ける よ うに な る点 を危惧 され てい る,,そして,川 越 弁IIXisは
「我が 国 の経営 学f:で一・応 認 め られて い るノ∫法 に よ り,売Lと 利益 のr測 を す る ことは
有 益で あ る こ とを認 め るべ きで あ る一 と したi一で,1し か し,法 律Lは,こ の 数値 が
必 ず実 現 す る こと を期 待す る こ とが で きな い以L・,耐 去論 と して も解 釈 論 と して も.
何 らか の 方法 によ り,こ れ を行 うよ うに強 制す る こ とはで きな い とい うべ きであ る、,!
とis張され て い る,,川越憲 治 「フラ ンチ ャイ ズ システ ムの法 理論 』2951'1,2gg頁(商
'」`法務,2001年)。
ま た,大 山 教授 は,フ ラ ンチ ャ イズ契 約 に おけ る情 報提 供義 務 につい て,「この 情報
を受 け取 る者のIli:決定 権行 使 の環 境整 備 に資 す る もの と,同 様 に この 者の 財産 的 利
益を 保護 す るた めに 向け られ た ものの:つ の性 質 に分 けて 論 じるこ とが で き る。1と1三
張 されて い る,。大lli盛義 「FCコンビニ加 盟契約 にお ける フ ランチ ャイザ ー の情 報提1共
義 務 違反 お よび 閉店 指・導義 務 違反 等 が否 定 され た31`例」沖 縄法 学36}}197貞(2007),、
大II1盛義 「フ ラ ンチ ャイ ズ契 約締 結過 程 にお け る情 報提供 義 務」 沖縄 法学34,,177貞
(2005)も参照、,
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き義務,す なわち,情 報提供義務があると解す るのが相当である。」 と,本 部
は積極的に情報を提供すべ き義務を負 っているとした。 しか し,名 占屋高判'F
14・4・18(サー クルK加 賀黒瀬店 事件(第:審))は,売L・ 収益 予測情報
が開示されていなか った事例である。よって,開 示 された場合にどのような義
務を負うのかは明 らかにされていない。本判決において この点が示された。
〈2-3>本件の考察
既に述べた通 り,本 判決は,従 来の多くの判例で見られた 「加盟店の判断を
誤 らせるおそれのある情報」を提供 しなければ本部は責任を問われないという
判断を改め,「適時かつ適 切に」本部は加盟店に対 して積極的に情報を提供 し
なければならないとした ㌔
121金井 弁護1二は,「売 ヒ ・収 益rrfplは,単にそ の フラ ンチ ャイ ズ契約 締結 段 階 に存 在す
る嘱実 を 開示 すれ ば 良 い とい うの で はな く,将 来の 不確 定 な'f4実に 関す る もの であ る
こと に留意 して お く必 要が あ る。 そ して,売 ヒ ・収 益 脅則につ き,フ ラ ンチ ャイ ズ契
約 締 結 後 に な され るの では な く,契 約 締結 前に な され る場 合,実 際 に売isr測を算 出
す るに は,相"iの時 間 とt't川がか か るに もか かわ らず,フ ラ ンチ ャイザー は フラ ンチ ャ
イ ジー 希 望 者か ら金銭 を受領 して いな い こ とが 多い、,また,売 ヒ・収 益r測 をす るた
め の基 礎 デ ー タと して様 々な もの が必 要 とな る が,類 似 した環 境 に あ るフ ラ ンチ ャ イ
ザ ーの 既存 店 舗 の選 定 が難 しい場 合 は どうす るか,売 ヒ・収 益 脅則の基礎 とな るデ ー
タの基 に な る既存 店 舗 がな い よ うな新 規 の フ ラ ンチ ャ イザ ーの 場 合 ど うす るか,と い
う問題 があ るnさ らに,売Lr測 につ いて は様 々な 科学 的]曳法が 導 人 され つつ あ るが,
まだ,売is・ 収 益r測 につ い ては ト分 に 手法 が確 、8五されて お らず,ど の よ うな 手法 が
最良 のr一測 方法 で ある かに つい て も不明 確 な状 況 で あ る、 この よ うな状 況 に鑑 み る と,
売 ヒ・収 益r測 につ い て,フ ラ ンチ ャイザ ーに'11然に は個 別 的な 積極 的†ii報開示 提 供
義務 が ない と解 す るべ きで あ る討 とi三張 され て いる.金 井高志 『フ ラ ンチ ャイ ズ契約
裁 判例 の理論 分 析』58頁(判 例 タイム ズ社,2005年)り
奈 良弁 護1:は,「売 ヒ収 益r測 情 報 は,そ の 内容 が虚 偽の もの であ っては な らず,合
理 性 ・相 当性 を有 す る もので は な らな い と解 して い る,し たが って,そ の 意味 で,売
i-・収 益r測 につ い ての フ ラ ンチ ャ イザ ーの情 報 提供 義 務 は1消 極 的情 報開 ・」ミ提 供義
務1の ル ール に服 す る こ ととな る と 詫え よ う… … ほ とん どの 場 合,売1,収 益等 をr
測 す る情 報を提 供 しな ければ な らない と述 べ てい る場合 で はない一 と分析 され てい る 、
一:9?一
フ ラ ンチ ャイ ズ契 約 締 結ru:illtl段階 に お い て フラ ンチ ャ イ ズ本 部 が
提 供 した売L収 益 脅則が 不 合理 で あ った と され た 事例
本件の原審では,「フランチャイザーは,そ の提供 した情報が虚偽である等,
フランチ ャイジーになろうとする者の契約締結に関す る判断を誤 らせる虞の大
きい ものである場合に限って,信 義則Lの 義務違反と して,フ ランチ ャイジー
が被 った損害を賠償する責任を負うと解すべ きである」とフランチャイザーが
同義務に違反 したかどうかの判断基準について示 されていだ 田'。これに対 し
奈良 輝 久1名 占屋地 判 平13・5・18、1・}i釈,東京地 判'1`-11・1・25-1'卜ljタII78,;1781"1,
181r{(2005イト)
高 川准 教授 は1一開 示義 務 否定 説 が 妥'11であ る と解 す る,,右の理lliと重な るが,フ ラ
ンチ ャイザ ーに は,不 適 正な 売it測 の 場 合 には 責任 を問 わ れ る リスクを 負 いな が ら
契 約締 結 を 目指 して売 ヒr測 を実 施 し提 供 す る方針 と,売i-r測 の実 施 ・提 供 とい う
イ∫力 な勧 誘 乎段 を とな らない 代 わ りに売 ヒr測 の適il:さに関 す る審 査 を回避 す るノ1針
につ いて,選 択 す る 白由が 保ll章され るべ きで あ ると 考え る ま た,顧 客 に提 供 され る
商IIII置1・サ ー ビスの種 類 ・内容 等,個 々の フラ ンチ ャイ ズ システ ムの 固 有の 事†1:IIはさ ま
ざま であ り,フ ラ ンチ ャイザ ー の戦 略 も多様 であ る と ころ,・ 律 に売Lr測 を課 す る
の は適 切 でな い と も考え られ る,,1とi三張 された.高 田淳 「フ ラ ンチ ャイ ズ契約 締 結過
程 に おけ る フラ ンチ ャ イザ ー の売isr一測 をめ ぐる責任 」法学 新 法111巻1=2%,'一・17H頁
(2001)
他,川 越 ・注1も 本 部 に対 して,売 ヒ・収 益r測 情 幸i乏の提 供義 務 を積 極 的 に提 供す
る義務 を課 す こ とに反 対 してい る,
売is・収 益 脅則情 報1刑示 提 供義 務 を課 す こ とに 賛成 す る学 説 もあ る1,渡辺 教 授 は,
目呆護義 務違 反 を 「情 報 が虚 偽等1,「フラ ンチ ャ イズ契 約 締結 に 関す る判 断を 誤 らせ る
おそ れが 大 き い もの1に 限定 して いる点 は問題 で あ る。 同判 決 も認 め てい る よ うに,
情 報提 供義 務(な い しは保 護義 務)は 注意 義 務の 一種 であ る以 ヒ,「虚偽 等 」の故 意 責
任 性 を限定 的 に説 く必 然性 は な く,論 理 的 に も矛盾 した議 論 と 詫わ ざるを えな い、1と
して,売 ヒ・収 益 」り測 情 報の 提 供義 務 が積 極 的 な11提 供義 務 で あ ると1三張 され て い
る,,渡辺 博之 「フ ラ ンチ ャ イズ契 約交 渉 の さい の保 護義 務 と信 義 誠実 の原 則 の適 川 関
係1論(ド)」判時1918,;171r工(判評56G}」・9頁)。
(3)この 点 につ き,本 件 の原審 では,フ ラ ンチ ャ イザ ー はiで き る限 り客 観ll勺か つIE確
な情 報 を提 供 す る信義 則iの 義 務1を 負 って い る と した1で,フ ラ ンチ ャイ ジー も),!;
本 的 には独.r.した'」僕 体 で あ り,r1己の 責任 に よ り経営 を,-i1'うもの で,フ ラ ンチ ャ イ
ザ ーが 提供 す る情 報 に つい て も,フ ラ ンチ ャイ ジーが検 討 の ヒ,r1らの 判断 と責任 に
お い て フラ ンチ ャ イズ契 約 を締 結 す る と解す る ことが 相'11であ る解 され て い る と考え
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て,本 判決では,「しか しなが ら,フ ランチャイザーの義務違反 となる場合を
このように限定 したのでは,保 護義務違反を認めたことが建前だけのことになっ
て,実 質的にはほとん ど意味のない ものに堕 しかねない。」 と判断 している。
すなわち,加 盟店が フランチャイズ契約 を締結するか否かの判断材料 となる情
報は,適 時かつ適切に情報を提供する義務が課せ られたのである。 よって,本




敗 した場合には事業者として責任を負わなければな らない。よって,加 盟店 に
事業者と して責任を負わせ る以Lは,本 部に1・分な情報を提供させ る必要があ
るのではないだろうか。特に売 ヒ収益 脅則については,ど うしてそのような数
字になるのか,ど のような店舗経営 ・運営を行えばそのような数字になるのか,
るこ とがで き る。
なお,こ の フラ ンチ ャイ ズ契 約 に おい て は,フ ラ ンチ ャイザ ー とフ ラ ンチ ャ イジー
は,J,1本的 に独 ㍍ した 事 業体 で あ り,フ ラ ンチ ャ イジー は 「1己のiiirによ り経営 を 行
う もの で ある とい う こと につ き,渡 辺教 授 は,「確 か に,フ ラ ンチ ャイ ジーが"i初か ら
独 疏した 事業体で あ る こと もあ り得 る し,そ の場 合 はisの よ うに,フ ラ ンチ ャイザ ー
の 保護 義 務の 程度 も信義 則 ヒ相 対 的 に縮 減 され る こ と もあ る であ ろ う。 しか し,フ ラ
ンチ ャ イ ジー とな ろ うとす る 者を,そ の実 態 を みず に,最 初 か ら 「独 ㍍の1}体 」 と
決 めつ け る の はい かか が もの で あ ろ うか,、」 とiこ張 され て い る。 渡 辺 ・前掲 注2,171
1'1,
(41宮 ド准 教授 は 「フ ラ ンチ ャ イザー た る本 部側 のit任が認 め られ な か った裁 判 例を み
る と,そ の理lhとして,大 き く3つ の 要素 があ る こ とが分 か る、)第1に,契 約締 結 を
判 断す るに あた って,加 盟店 が そ もそ も本 部の 作成 した売i:r一測 等 の資 料 をTi視して
い な い'桝列Q第2に,加 盟店 が,契 約 締 結 の判 断 にあ た って 本部 に よ り作成 された 資
料 をr視 して い る もの の,そ こで 示 され て いる売1二r測 ・収 益1り測 ミ書三はr測 通 りに達
成で きな い18r能性 が あ る とい う認識 を持 って い るo川舛1第3に 加 盟店 は本 部 のな した
r測通 りに売 ヒない し収 益 が得 られ な か った と して も,そ の数 値の 算定ri体は合理 的
な根拠 が あ る と判断 され てい る場 合 の3種 類 に分 類 され る 、」と分析 され て いる。 宮 ド





それでは,具 体的には,「適時 に,適 切に」 とはいかなるように提供 しなけ
れらないのであろうか。さらに検討を加える。
【3】予測と現実の売上が乖離 した場合 には,予 測が不正確であったと推定さ
れるとした点
<1>はじめに
この 「適時に,適 切に」について検討す る前に,本 件で触れておかなければ
な らない点がある。予測 と現実の売1一が乖離 した場合,す なわち予測がはずれ
た場合,そ のr測 に合理性がなか ったと証明 しなければな らないのはどちらで
あろうかという問題である。
この点につき,本 判決は,「契約締結に向けた準備段階において,フ ランチャ
イザーは,出 店r定 者に対 して,フ ランチャイズ契約を締結 してフランチャイ
ジーになるかどうかの判断材料たる情報(そ の核心部分は,対 象店の売 ヒや収
益のr測 に関するものである。)を適時に,適 切に提供すべ き義務があ り,ま
た,当 然のことなが ら,そ の情報はできる限 り【E確な ものでなければな らない
というべきである。」と している。そ して,そ のうえで 「……結 果として,Y1
(本部)の 売L及 び収益のr'測は大きくはずれたことが認められるか ら,同 予
測のiE確性には大いに疑問があるものと言わざるを得ない」と述べた。すなわ
ち,売 ヒ・収益r測 はiE確なものでなければな らないため,は ずれた場合には,
本部がその 予測の合理性を証明する必要があると判示されたのである。
この点 において,非 常に評価できる判決である。繰 り返 しになるが,」～測 と
現実の売 ヒが乖離 した場合には,本 件では,「大いに疑問があ るとL-1わざるを
(5)この点 につ き,本 件で は,「フ ラ ンチ ャイザ ー側 はrめ この関 係 の情 報を収 集 し,分
析kも して い るの に 対 し,出 店r定 者側 は原 則 と して なん らの情 報 を持 た ない ばか り
か,多 くの 場 合 は フラ ンチ ャイ ズチ ェー ンシ ステ ムそ の もの につ い て も知識 ・経 験 を
有 して いな い の であ り,川 店 ∫ン定 者が 契約 締 結 に踏 み 切 るか ど うか の判 断材 料 と して
は,フ ラ ンチ ャイザ ーか ら提f兵され る情 報以 外 には ない とい うのが実情 だか らであ る.、」
とされ た。
一95一
得ない。」 と ∫り測が不11:確であると推定 しているのである。 よって,本 部が反
証を示さなければ,本 部の 」ワ測は正確でなか ったことになり,本 部の責任が発
生す るのであるllい。
そこで,ま ずは,従 来の判決 との違いを%Lてみたい。なお,従 来との判決の
違 いは,拙 稿 「フランチ ャイズ契約締結準備段階におけるフランチャイザーに





161この点 につ き,金 井弁 護1:は,「実際 の売Lが 売isr測を 大幅 に ト'回った場 合 にお い
て は,そ の売 ヒr測 につ い て客 観性 ・的 確性 ・IE磁{性・適IE性を 欠 くので は ない か と
い う ことで,裁 判官 の心 証 形成 に影響 をj.える ことが あ る とiわ れる.し か しなが ら,
売 ヒr測 は あ くまで も ∫}測で ある以L,実 際 に.,,.一,,を開 始 した 後 に,売Lr・測 とほ ぼ
・致 す る場 合 もあれ ば,ヒ 回 る こと,そ して,ドll11るこ ともあ り,ま た,フ ラ ンチ ャ
イ ズ店 舗 の開 店後 にお いて,そ の店 舗 の売is・収 益実 績 が売i-・収 益1り測 とどの 程度
・致 す るか は,契 約 締結 後 に フ ラ ンチ ャイザ ー と フラ ンチ ャ イ ジーの と る行動(フ ラ
ンチ ャ イザー に よ る経 営 指導 や フ ラ ンチ ャ イ ジーに よ る店舗 運営 な ど)に 依存 す る部
分 があ り,契 約締 結 前 に判 明 して い る店 舗 に関す る外的 な 条件 だ けで は決 定 され な い
部分 が大 きい,、このよ うな ことか らす れば,裁 判例 に おいて,売 ヒ・収 益r測 と売i:・
収 益実績 の乖 離 だ けか らフラ ンチ ャイザ ーの 責任 を認 め て い るので は ない ことは 是認
で きる もの であ る と考え られ る,1と述 べ て いる.金 井 ・注2,84頁、
他,小 塚 教授 も1司じ分 析 を され て い る,、「フ ラ ンチ ャ イザ ーが現 実 に売 ヒまたは収 益
のr測 をli芝示 し,そ れ につ いて の情 報提 供 義 務違 反が'ffわれ る場 合につ い て は,わ が
国 の 裁判 例 は,IIミ示 され たr測 値 と現 実 に'"'を行 った結 果 とを対比 して その 精度 が
一定以isであ る ことを 要求 す る とい う考え ノ∫を とらな い,す なわ ち,脅 則と現実 との
乖 離 の程 度 は,そ れ 白体 と して は意 味 を持 たず,た か だか 資 料の1つ と して 位 置づ け
られ てい るに過 ぎな い。」 と分析 され て いる,小 塚 荘 ・郎1フ ラ ンチ ャ イズ契 約 と説 明
義 務 」判 タ1178}}1741'1以ド(2005年)、,
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フランチャイズ契約締結準備段階においてフランチャイズ本部が
提供 した売 卜収益r測 が不合理であったとされた事例
<2-2>売[:T一則と現実の売 ヒが乖離 した として も本部の'J'JLが不il:確であっ
た,な い しは,合 理的でなか ったと推定できないとした判例群
〈2-2-1>判例の紹介
(1)東京地判 平3・4・23(デイリー ・クィー ン事件/判 夕769"195,;頁)
「……実際の売 ヒが売 ヒr測を大きく ド回 ったことのみを理 由に,被 告の川
いた,f:.均的競争率等の数値が誤 っていた もの と認めることは困難である1TI。」
(2)s;:地判 平14・1・25(べ一カ リーカフェ事件/判 タ1138号141頁)
「フラ ンチ ャイザーが フラ ンチ ャイズ契約を締結するに際 して提供 した売1.
r測及び総 事業費予測が 事業の結果 として現れた実際の売 ヒ及び総 事業費の実
績と異なるもの となったとして も,こ の ことから直ちに客観的かつ的確な売 ヒ
r測及び総 事業f測 を提供すべき注意義務に違反するものではな く……」
13)名占屋高判平14・5・23(サー クルK雑 誌掲載事件第2審/判 時1794
F86頁)




「被i{-tlがそれな りの根拠を もとに売Lに 関す るr測 を し,こ れを前提 と した
シミュレーシ ョンを作成 した ところ,実 際には,そ の売 ヒr測 と異なった売 ヒ
額になったか らといって,そ のことが直ちにフランチ ャイジーになろうとする
者に対す る不法行為を構成するものではないというべきである。」
17)このWl・で は,実 際 の売 ヒは,r測 値 の25%し かな か った に もか かわ らず,実 際 の
売 ヒが 不 合理 で あ った と推 定 は で きな い と してい る,そ して,加 盟店 に売 ヒ・収 益r




以上の通 り,こ れ らの判例群は,売 」浮 測と現実の売上が乖離 したとしても
本部の売Lが 不正確であった,な い しは,合 理的でなか ったと推定できないと
しているが,そ の主な理由は,店 舗周辺環境の変化など予期できない事態が発
生 したなどの要素や加盟店の営業努力等 も売Lに 影響を与えるため,完 全な売
上r測 は不 可能であるという理 由か らである。よって,乖 離があった としても
これだけでは,そ の売 ヒ予測が適正でなか ったとしているようである唱1。
確かに判例の言 う通 り売Lに 影響を与える要素には様 々な ものがある曲。例
えば,加 盟店の営業努力がなければ,売 一1一が落 ちて予測値 に達 しない ことは明
らかである。 しか し,売L予 測と現実の売1.が乖離 した場合に,そ の要因が何
181拙稿 「フ ラ ンチ ャイ ズ契約 締 結準 備段 階 に お ける フ ラ ンチ ャイザ ー によ る,,:1収益
r測情 報 とフ ラ ンチ ャイ ジー に よる1,f;舗経 営1愛 法170itG9以ド。 民 事実 務研 究 「フ
ラ ンチ ャ イズ契 約 関係 訴訟 につ いて 」判 夕1162%,'-311'1(2004)。
な お,本 判 決で は,rYlに は保 護義 務違 反が あ るが,X4に も,一・定 の 責任(過 失)
が」 あ る もの と言わ ざ るを得 ない。 す なわ ち,X4は,自 分 の 父が営 む酒屋 の将 来 を 考
えて,早 くか ら多様 な業 態 の フラ ンチ ャイザ ー に説明 を 聞 くな ど,積 極 的 に情 報 を集
め,そ れ な りに検 討 を加 えて いた もの で あ り,Y2か ら積 極 的 に出店 の勧 誘を受 けた際
も,そ の'1`業計Ill】i書に細 か く,藍}き人れ を して検 討 した こ と,と ころが,Ylか らll1淵泣
地 評 価 の説 明 を受 け た際 は,そ の根 拠 な どに つ いて細 か く説 明 を求 め た形跡 はな い こ
と,X2のM店 の欠 損 は短 時 間に相"i額とな ってお り,よ り早期 に閉店 を 決断 して も
よ か った と も考え られ る こと,Y1もM店 の 開店 に際 し,銀 行 の保 証 人 とな った り,
そ の経,:,,.r'i1/.て直 しの ため の 相'11の援 助 を して い る こと な ど諸 事情 を総 合的 に 考慮す る
と,X4の 受 けた損 害 をY1に すべ て 負担 させ るのは 相'liでな く,全 体 の損 害 の うち7
割 を限度 とす るのが 相"iである。」 と述 べ られ,本 部の売 ヒ ・収 益r測 が 外れ た原 因が
分析 され て い る。
191高島氏 は,京 都地 判1ろ5・3・30(教導 塾'1`件)につ き,1塾 の よ うな'拝業 を営 む場
合 には,交 通 量か ら白然 にr想 来客 数 が割 り出せ るの で は な く,あ くまで 講師 な どの
提 供 す るサ ー ビスの質 によ って 生徒 数 が 集ま って い くの で あ るか ら,本 件 の よ うな数
値 設 定rl体が 人為 的 な もので あ り,売Lr測 な どを過 度 に強 調す るた めの 資料 と して
川い られ た と本件 で は判断 されたn」 と分析 され て いる,、高島1昭彦 「フ ラ ンチ ャイズ契




であ ったのか証明するのは,す なわち,売 上 」獺llが正確であった,そ して,合
理的であ った ことを証明する責任は本部に課せ られると解すべきであろ う。




約ではな くて,独 立 した事業者であって,自 己の責任において経営を行 うもの
である」という認識は,出 店 予定 者がフランチャイズ契約を締結す るか どうか
を判断する場 面においては,あ てはまらないと本判決において示 された。 そ し
て,そ の理山と して,こ の場而においては,加 盟店はフランチャイザーか ら提
供される情報以外に何らかの判断材料を持 ち合わせていないことをあげている。




「売 ヒf測 はあ くまで 費則にす ぎず,実 際 との間に誤差が生 じることは,原
告r1身r解 していた と認め られるが……開店後の実際の売 ヒ高は訴外A(本
部の社員)が 示 した売上r測 のせいぜ い60%に過ぎず,損 益分岐点にと見込
まれた売1.高に達するのに要 した期間 も予測よ りはるかに長いことに鑑みれば,
訴外Aが 示 した売 上r測 と実 際の差は,誤 差と して通常f想 され る範囲を超




「本件契約締結に際 して被告の提示 した本件 事業ガイ ドラインに基づ く売上
予測 と原くfの店舗開1,ti後の売 ヒ実績 とを対比す るとその割合が閉店までの問の





「増 泉店の現実の売 ヒの実績は,1年 目で本件売 ヒf測の67%,2年ilで62
%,3年 目で51%という惨憺たる有様だったのであるから,売 ヒ実績が本件売
it測値 自体が適 正ではなか った と推定す るべ きである。 そ して,売 上 」争測に
ついては,そ の方法,収 集すべき情報の選択,収 集した情報の評価の仕方など
が導門的内容 にわたることを鑑 みると,適il=でないr測 値を提供 したことにつ
いて当事者に過失がなか ったことが 、塗証されない限り,当 事者に ヒ記義務に違
反する過失があった ことを推認すべきである。」
〈2-3-2>判例群のまとめ
このよ うに数は少ないがr'測と実際の売 ヒが乖離 した結果,脅 則が適切でな
か ったと した判決がある。 これ らの 事例群は,実 際の売Lがr測 値の60%以
ドになった場合には,売 ヒr測が適IEでなか ったことを推定 しているようであ
る。
<3>本節のまとめ
本判決では 「……結果 として,Ylの 売 ヒ及び収益のr測 は人きくはずれた
ことが認め られるか ら,同 」～測の正確性には多いに疑問があるものといわざる
を得ない」と して,予 測が大き くはずれた,す なわち,r'測と現実の売 ヒが乖
離 したことを理山として,r測 が不IE確であることを推定 していることに大い
に意義がある。 本件では,「r測 と現実 の売 ヒが乖離 した場合には予測が不畳E
確であったと推定するか どうか」 という点 について,「r測 と現実の売Lが 乖
離 したとして も,r測 が不正確であったと推定せず」に本部の売 」二r測が合理
的であったか どうかを判断基準 として情報提供義務違反の有無を判断 してきた
従来の判決を大幅に改めたのである。情報力に乏 しい加盟店希望者が,本 部の
な した売Lr測 が不【E確であ った,な い しは,合 理的ではなかったと証明する
50一
フランチャイズ契約締結準備段階においてフランチャイズ本部が
提供 した売 ヒ収益f測 が不合理であったとされた`掛列
ことは非常に困難であった。本判決のように,予 測と現実の売一ヒが乖離 した場
合に本部のr測 が不fl:確であったとの推定が働けば,不 正確でなか ったことの
証1リ」責任は本部にあることになる。情報力に1勝る本部が,本 当に合理的なr測
を したのな ら,そ のil:確性を証明することはさほど困難ではない。本部 と11f144,E
店のバランスを考えた画期的な判決である。
【4】予測と現実の売上が乖離 した場合 に本部が責任を負うか どうかの判断基
準を明 らかに した。
<1>はじめに
この点につ き,本 判決 は,「……結果と して,Ylの 売 ヒ及び収益のr測 は




ても,実 際の調査 ・r測 においてその適川判断を誤 り,あ るいはそ もそ も調査
が不i'分であるなどしたために,結 果と してIE確な予測ができなか ったとい う
ことになれ ば,Y1は 保護義務違反の責を免れない もの というべ きである。」
と判示 している。
すなわち,∫}測と現実の売Lが 乖離 した場合に本部が責任を負うか どうかに
ついては,3つ の段階にわけて判断 され ると本判決ではされたllll。
qO)宮 ド准教 授 は,こ の点 に つ き,1売i-1つ測 ・収 益 朔llllをめ ぐる裁 判例 に関 して は,3
つの レベ ルで情 報 提 供義 務 の 有無 が判 断 され て い る(1)加 盟 者が 本部 が提 供 した売
i.r測・収 益r.則等 に関 す る†lll報を ・貢視 して契約 を締結 した か とい うこ とが問 題 と な
る 一そ の うえ で,(2)本 部 に よ り提供 され た情 報 の内容 が実現 され る もの と加盟店 側
が認 識 して い るか が 問 われ る、 そ して さ らに,(3)そ の情 報客 観 的 な調ifi:によ らず に
提 供 され た もの であ るか,ま た はll三確性 に欠 ける場 合で あ るかが 検討 され る,,以ヒの3
段 階 を ク リア す る と,本 部 は情 報提 供 に 関す る 責任 を 負 う ことに な る1た だ し,そ の
場 合に は"i該フ ラ ンチ ャ イ ズの 業 種,加 盟 者の態 様 ・経 験 等,加 盟 者が 契約 締 結 の準
備 に際 して と った行動,本 部側 の 説明 態 様,営 業 開始 後 の加 盟 者側 の落 ち度 な どが 考
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第1段 階は 「(本部が)故 意 に虚偽の情報を提供 したかどうか」 によ り判断
される。 本部が故意に虚偽の情報を提供 した場合は,当 然に保護義務違反とな
る、)
それでは,本 部が故意 に虚偽の情報を提供 していない場合はどうなるかとい
えば,第2段 階へ移る。それは,「Y1の店舗 立地調査マニ ュアル自体 に明 ら
かに不合理があるかどうか」である。
そ して,不 合理がなかった場合で も,最 後の関門がある。 それは,第3段 階
「マニュアルrl体は合理的であって も,実 際の調査 ・ア測においてその適用判
断を誤 り,あ るいはそ もそ も調査が不 卜分であるなどしたために,結 果として
lE確なr測 ができなか った どうか」である。 これ らの3つ の要件がすべて該当
しない場合に,初 めて本部は保護義務違反がなか ったことになる。
<2>第2段 階 「Y1の店舗立地調査マニ ュアル自体に明らかな不合理があるか
どうか」
第1段 階の故意に虚偽の情報を提供 した場合には,情 報提供義務違反になる
のは当然であるので,第2段 階から検討する。
第2段 階の 「Y1の店舗 、γ地調査マニ ュアル自体 に明 らかな不合理があるか
どうか」であるが,本 件では,こ の点につ き,「大手競業他社に比較すると閉
店数が多く,相 当数が フランチャイジーの加盟店か ら直営店に業態変更してい
ることが認め られ,Y1の マニ ュアル 白体に,大 手競業他社のマニュアルに比
べて,不 合理 ・不 卜分な点があるのではないと考え られないではない,,…… し
か しなが ら,大 手競業他社は,い わば先発組で,多 くの知識経験をイ∫し,知 名
慮 され て い る。」 と売L収 益 ∫}測に関 す るフ ラ ンチ ャイ ズ契 約紛 争判例 を分 析 され てい
る、,宮ド修 ・「契 約 関係 にお け る情 報 提供義 務!名 法204,,2771'1(2004)。
また,高 田准教 授 は,義 務違 反 認定 の 基準 を 「まず,フ ラ ンチ ャイザ ーが 通常 の ノ∫
法 を遵 守 して 調 査 。数値 処理 を実 施 した かが 審 査 され る。 次 に通常 の算 出過 程 が踏 ま
れ て いた と して も,そ の算 出 ノ∫法rl体が 明確 に 不適IEでな いか も検 討 され るべ きで あ




度と商品力があ り,強 い競争力を持 っていることは見やすいところであるか ら,
閉店数だけで簡 単に ヒ記のような結論を導 くことはできない し,Ylの 手法 も,
Xlらの指摘するIl本フランチ ャイズチェー ン協会の 「加 盟店のための 、ア地調
査:卜法」照 らせば,計 測時間が少なめであった りするなど,そ の調 」一法に簡
略な面はあるものの,調 査の 重要事項を網羅 しているとはいえること,Y1が
現にフラ ンチ ャイズチ ェー ンシステムを確 　fし,数 百の店舗を開店 しているこ





あ った と推測す ることはできない。
(2)調査の 重要事項を網羅 していることが必 要
(3)フランチャイズチ ェー ンシステムを確 立していること
の3つ である。
以 ヒの点を鑑みて,「(1)閉店率が高いことによって売 ヒ収益r測 算出のマ




調査の 眞要事項であるが,本 判決で引川 された占屋良隆 「加盟111「のための 立
地調査手法」(IIIフランチャイズチ ェー ン協会,1996年)によれば,ド 記の
ものが必 要とされている。 それは,「立地調 査の内容」 と して(1)自 然環境
(2)交通道路条件(3)施 設環境(4)住 宅環境(5)商 業環境(6)開 発関係,
「マーケ ット環境」 として,(1)居住者属性(2)世 帯及び人口動向(3)通 行
者(4)地 区導線(5)所 得水準が ヒげられている。売 ヒ収益r測 の算lllは,必
要となる基礎的デー タを調査 し,数字を出 して,そ の数値を もとに各フランチャ
イズチェー ン独 自の計算ノ∫法を川いて計算 してい くとい う手法が通常であろ
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うII。フランチャイズチェーンにより必要なデー タは異なるわけである し,ど
のようなデー タが売L・ 収益r測 算出に必 要なのかを裁判の判断基準 として確
定することは不可能であり,好 ましいともいえない。よって,本 判決において,
「調査の 「亟要事項」」 という抽象的な判断基準になったとして もやむを得ない
といえる、,
〈3-2>計算方法マニュァル
計算方法のマニ ュアルについても,「数i`iの店舗を開店 していることか らす
ると,結 果論か らだけでYlの マニュアルそのものが明らかに客観性及び合理
性を欠いていると断ずることはない。」 と本判決では,本 部の売h・ 収益f測
は不合理であったといえない としているようである。
この売 ヒr測の計算ノ∫法であるが,商 圏を設定 し,現地調査を行い,既 存店
と比較 しつつ,足 りないところを統計解析によって補い計算 ・ア測 してい くと
いう方法が通常であるrs。しか し,こ の計算方法については,各 フランチ ャイ
ズチェー ンにより異なるであろうし,ど の計算方法が最良の ものであるなど,
簡 単に判断できるものではない し,紛'ftが起 きたときにどれが最良なのかなど
意味がないであろう。T要 なことは,そ の計算方法が合理的か否かであって,
qD拙 稿 「フ ラ ンチ ャ イズ シ ステ ムと フ ラ ンチ ャイ ズ契 約 締結 準 備段 階 にお け る売i:r
測」 大阪 学 院gp/k第1・2}}801"1以ド,
〔12)売i一と利 益 」烈llにつ いて は,従 来か ら多 くの研 究 が行 わ れ様 々の 方法 が 開 発 されて
きた、特 に,小 売 商圏 の把握 に関 して は ライ リー,コ ンバー ス,パ フ等 の研 究 があ り,
な か で もパ フ ・モデ ル は ・定 の完 成度 を 示 した もの と して評 価 が高 い,,売ヒや利 益を
r測す るに は,こ れ に影響 を 与え る 要素 を選 別 し,独 疏変 数や 従属 変 数 に分 け,回 帰
モ デ ルを 作成 して行 うのが 本 来的 な ノ∫法 で ある一 しか し,こ の分析 の た めに必 要な因
rの数 は あ ま りに も多 く,相 々1の因 果関 係 は複 雑で,方 程式 の 作成 と解法 に は高 等数
学 を使 う1、この ため,大 手の フ ラ ンチ ャ イズ企 業は と もか くと して,フ ラ ンチ ャ イジ
ン グに携 わ る ・般 の実 務家 が使 い こな す には 問題 が あ るのみ な らず,実 際 的 な 方法 に





最良かどうかどうかではないか らであるIs。例えば,こ の点 につき,名 占屋地
判'FlO・3・18(飯蔵事1'i二)では,売 ヒf測算出の際の計算方法について,統
計学的根拠 を有す る必 要はないが,合 理fl勺な計算ノ∫法である必要があるとして
いる。
本判決において も同様の結論が示されている。 このようにこの計算方法につ
いては,抽 象的な判断基準 となっているため,情 報提供義務違反か どうかの 重
要な判断基準ではないようである。
<4>第3段 階 「マニ ュアル自体 は合理的であ っても,実 際の調査 ・予測にお
いてその適用判断を誤 り,あ るいはそもそも調査が不十分であるな どし
たために,結 果と して正確 な予測ができなかったか どうか」
やはり,情 報提供義務違反か どうかの鍵を握るのは,第3段 階 「マニュアル
白体は合理的であ って も,実 際の調査 ・r測 においてその適川判断を誤 り,あ
るいはそ もそ も調査が不 卜分であるなど したために,結 果として 正確なr'測が
できなかったか どうか」である。
この点について,拙 稿 「フランチャイズシステムとフラ ンチャイズ契約締結
準備段階における売Lf測 」大阪学院30巻第1・2T,'一一551`1以ドでは,こ の問
題について,(1)計算に川いた数値に明白な誤謬があったかどうか,(2)その
数値が現地調査を行った ヒでの数値かどうかで判断す ることを主張 した。同 じ
く,本 件第1契 約で は 「A店の商圏の把握 については,地 勢分析 にあたって
の物理的バ リアーの評価に関 して,本 来来店する可能性の薄い交通頻繁で横断
しに くい国道Wf1JJ線の反対側やZ川 の対岸の住民及びパチ ンコ屋を考慮 に入
れたりす るなど,相 当に甘いところがある。」 と裁判所に判断されている。
すなわち,計 算に用いられた数値に明白な誤謬があったとされたのである。
また,本 件第2契 約では,「現に,マ ニュアルと店舗 、Z地評価 書を比較す る
と,例 えば,人 的要素Ilt帯数の うち500メー トルグリッ ドに掛 ける係数(地 域
特性指数)は,0.1であるのに,0.15が掛け られていた り,視 認性は,ロ ー ド
q3)7111稿9前琵}ll三11,80頁以 ド,1他,金 ノト・lliH匂臼三2,86頁 も1司旨り
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サ イ ド型店舗の場合,2分 の1に すべ きであるのにこれがされていないうえ,
合計額 に掛ける調fl係数の地域差については,N店 のある福岡県朝倉郡N町
と関係が深 く近接 した位置にあるll'木市で も0.697であるのに,0,889が掛け
られていることが認め られる。」 と計算に川いられた数値に明 自な誤謬があ っ
たとされた。
このよ うに本件では,情 報提供義務違反があ ったか どうかの判断 基準は,
「マニュアル自体は合理的であって も,実 際の調査 ・1ワ測においてその適川判






あろう。 しか し,計 算に川いられた数値が 正しいか どうかは少なくとも計算方
法 と比較す ると容易に判断できるはずである。例えば,本 件では,「本来来店
する"∫能性の薄い交通頻繁で横断 しに くい国道W号 線の反対側やZ側 の対岸
の住民及びパチンコ屋を考慮に人れた。-1「人的要素世帯数の うち,500メー ト
ルグリッドに掛ける係数(地 域特性指数)は,0.1であ るのに,0.15が掛け ら
れていた」「視認性 は,ロ ー ドサ イ ド型店舗の場it,2分の1に すべきである
のに これがなされていない」「視認性の合計額にかける調整係数の地域差につ
いては,N店 のある福岡県朝倉郡N町 と関係が深 く近接 した位置にある1「木
lifでも,0.697であるのに,0,889が掛け られている」な どの'1{実がi三張 され










加盟店の落ち度が過 失相殺の対象となるのは当然だが,本 件では,本 部が指
導援助を行 ったことまで過失相殺の対象となるとしている。
すなわち,本 件では,「Y1もA店 の経営1/_て直 しのため,一一定の援助を し
ていることも考慮す ると,そ の損害をすべてY1に 負わせ るのは相当ではな く,
その損害の7割 の限度にとどめることとするのが相当である。」 と判断 している。
この点については非常に疑問が残 る。 この点について拙稿 「フランチ ャイズ
契約締結準備段階におけるフランチャイザーによる売 ヒ収益r測 情報 とフラン
チャイジーによる店舗経営」愛法170Fl75頁以 ドにおいて,従 来の判決を分





認め られないとい う意味である。本部と加盟店の契約条項は抽象的な規定が 多
いため,こ のような結論 となって しまっている曲。
本件において も,「一定 の」指導援助があれば,本 部の責任は軽減 され ると
判断 されている。
しか し,加 盟店 は成功するためにフランチ ャイズチ ェー ンに加盟 したのであ
る。経営不振 になって も本部の指導援助 によ り成功できると思 って大金を投 じ
たのである。果た してこのような基準は且1三しいのだろうか。
やは り,本 部には 「合理的な」指導援助義務を課すべきであろう。必 要な限
度で となれば,フ ランチ ャイズチェー ンに加盟す る意味がなくなり,加 盟店に
なろうとするものの数は減 って しまう。そ うなると経済活性化の起爆剤として
期待 されているフランチャイズ産業の成長に水を注す自体にな りかねない。
現在,各 フランチ ャイズチェー ンは優秀な加盟店希望者を確保することに,
躍起にな っているそうである、,このこと白体は否定されるものではない。 しか
(111金井 ・前掲 注2,5G61'1も同 旨,,民'1`実務 研 究 ・前 掲 注8,'111'1,461'」.(2004)、、
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し,各 チ ェー ン本部の業績ア ップは,既 存店に対する指導援助義務を強化 し,
既存店が収益を ヒげることで も図ることができよう。既存店の売iが 伸びれば,
加盟店希望者 も増えるはずである。 もっとも,従 来の判例では,(1)加盟店の
店舗経営 に問題がないにもかかわ らず,実 際の売 ヒがr測 の60%を ドll11った
場合には,売i矛 測が適正でなか ったとする証拠の一・つになる,(2)フランチャ
イジーの店舗経営に著しい落 ち度がある場合には,売L費 則が適 且Eでなかった
とする加 盟店の 書三張をtす る証拠となる,(3)加盟店の店舗経営に軽度な落
ち度 しかない場合には,売L-ry測が適 正でなかったとする加盟店のi三張を否定
するa旺拠 とはな らないと結論を示 した。すなわち,一 定の援助を しているか ら
といって,加 盟店 に軽度な落 ち度 しかない場合には,売r__r一測が適正でなか っ
たとする加盟店の主張を否定できないとされている。
本件では,売Ljワ測 と実際の売iに 乖離があった場 合には,売Ljウ測が適正
ではないとされたが,加 盟店を指導 し,加 盟店の経営を、アて1}置〔す義務が認め ら
れる道が見えてきたとい う点においてのみ評価できる,、
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